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VI. 中小事業者の税額計算の特例について 

１ . 概要 

軽減税率制度の下では、 原則と し て、 税率の異なるごと に売上げ及び仕入れを 記帳し 、 こ れ

ら を 基に税率ごと の売上総額及び仕入総額を 算出し て売上税額及び仕入税額を 計算し なければ

なら ない。  

ただし 、 税率の異なるごと に取引を 区分するこ と が困難な事情（ 注１ ） がある中小事業者（ 注２ ）

に対し ては、 軽減税率制度の下で求めら れる区分経理に円滑に対応でき るよう 、 経過措置と し

て売上税額や仕入税額の計算の特例が設けら れる。  

※ 平成 28 年 11 月の税制改正により 、 当初予定さ れていた中小事業者以外の事業者に対する

税額計算の特例は措置さ れないこ と と さ れた。  

( 注１ ) たと えば、 課税期間中に国内において行っ た課税売上げ（ 税込） 又は課税仕入れ（ 税込） に

つき 、 税率ごと の管理が行えなかっ た場合等を いい、 困難の程度は問わない。  

( 注２ ) 基準期間における課税売上高が 5, 000 万円以下の事業者。  

 

２ . 売上税額の計算の特例 

(1) 適用対象者 

課税売上げを 税率ごと に区分するこ と が困難な中小事業者 

 

(2) 適用対象期間 

令和元年 10 月１ 日から 令和５ 年９ 月 30 日までの期間 

※ 令和元年 10 月 1 日及び令和５ 年９ 月 30 日を またぐ 課税期間においては、 こ れら の日

の前後で適用関係が異なる。  
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(3) 特例計算の内容 

① 小売等軽減仕入割合の特例 

課税仕入れ（ 税込） を 税率ごと に管理でき る卸売業又は小売業を 営む中小事業者は、 簡易

課税制度の適用を 受けない期間に限り 、 事業に係る課税売上げ（ 税込） に、 小売等軽減仕入

割合（ 注１ ） を 乗じ て、 軽減対象資産に係る課税売上げ（ 税込） を 算出し 、 売上税額を 計算する

こ と ができ る （ 新消法附則 38②）。  

( 注１ ) 事業に係る課税仕入れ（ 税込） 全体のう ち に、 軽減税率対象品目の売上げにのみ要する課税

仕入れ（ 税込） の占める 割合 

 

② 軽減売上割合の特例 

課税売上げ（ 税込） に、 軽減売上割合（ 注２ ） を 乗じ て、 軽減対象資産に係る課税売上げ（ 税

込） を算出し 、 売上税額を 計算するこ と ができ る（ 新消法附則 38①）。  

( 注２ ) 通常の連続する 10 営業日の課税売上げ（ 税込） に占める同期間の軽減税率対象品目の課税

売上げ（ 税込） の割合 

「 通常の連続する 10 営業日」 と は、 こ の特例の適用を 受けよ う と する期間内の通常の事業

を 行う 連続する 10 営業日であれば、 いつかは問わない。 ただし 、 たと えば通常、 飲食料品と

それ以外の資産の譲渡等を 行う 事業者が、 催し 物等の特別な営業によ り 、 飲食料品の譲渡し か

行わなかっ た営業日は、「 通常の営業」 を 行う 営業日に含まれない（ 軽減通達 22）。  

 

③ 上記①、 ②の割合の計算が困難な場合 

上記①、 ②の割合の計算が困難であっ て、 主と し て軽減税率対象品目の譲渡等を 行う 中小

事業者は、 こ れら の割合に代えて 50/100 を使用し て計算するこ と ができ る（ 新消法附則 38

④）。  

なお、「 主と し て軽減税率対象品目の譲渡等を行う 中小事業者」 と は、 適用対象期間中の課

税売上げのう ち、 軽減税率の対象と なる課税売上げの占める割合がおおむね 50％以上である

事業者を いう （ 軽減通達 23）。  
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（ 注） 令和元年 10 月１ 日及び令和５ 年９ 月 30 日を またぐ 課税期間においては、 こ れら の日の前後で

適用関係が異なる 。  

  

 ①小売等軽減仕入割合の特例 ② 軽減売上割合の特例 ③ ①、 ②の計算が困難な場合 

対

象

者 

課税仕入れ( 税込) を 

税率ごと に管理でき る 

卸売業・ 小売業を 営む 

中小事業者 

①以外の中小事業者 

（ 業種に関係なく 適用可）  

①、 ②の計算が困難な 

中小事業者（ 主に軽減税率

対象品目を 販売する 中小事

業者に限る）  

期

間 

令和元年 10 月１ 日から 令和５ 年９ 月 30 日までの期間（ 注）  

簡易課税制度の適用を 受け

ない期間に限る。  

 

内

容 

卸売業・ 小売業に係る課税売

上げ( 税込) に小売等軽減仕

入割合を 乗じ た金額を 軽減

税率対象品目の課税売上げ

( 税込) と し 、売上税額を 計算

する。  

 

課税売上げ( 税込) に軽減売

上割合を 乗じ た金額を 軽減

税率対象品目の課税売上げ

( 税込) と し 、 売上税額を 計

算する。  

 

 

①・ ②の計算において使用

する 割合に代え、 50％を 使

用し て、 売上税額を 計算す

る。  

売

上

税

額

の

計

算 

軽減税率の対象と なる課税標準額 

軽減税率の対象と なる  

課税売上げ( 税込)  

＝ 課税売上げ( 税込)  

× 小売等軽減仕入割合 

軽減税率の対象と なる  

課税売上げ( 税込)  

＝ 課税売上げ( 税込)  

× 軽減売上割合 

軽減税率の対象と なる   

課税売上げ( 税込)  

＝ 課税売上げ( 税込)  

× 50/100 

＝            ×100/108 

標準税率の対象と なる課税標準額 

              ＝      －            ×100/110 

売上税額の計算 

 

軽減税率の対象と なる 
課税標準額 

軽減税率の対象と なる 
課税売上げ( 税込)  

標準税率の対象と なる 
課税標準額 

軽減税率の対象と なる 
課税売上げ( 税込)  

課税売上げ 
( 税込)  
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④ 複数の事業を 営む場合の適用関係 

複数の事業を 営む中小事業者が、 課税売上げ（ 税込） を 事業ごと に区分し ていると き は、

その区分し ている事業ごと に上記①又は②の特例を 適用するこ と ができ る。  

ただし 、 ①と ②の特例は併用するこ と ができ ないため、 たと えば、 小売業と 製造業を 営む

中小事業者で、 小売業について①の特例を 適用する場合、 製造業については原則どおり 、 税

率の異なるごと に課税売上げ（ 税込） を区分し 、 税額計算を行わなければなら ない。  

ただし 、 小売業と 製造業の両方に②を 適用するこ と はでき る。 こ の場合、「 連続する 10 営

業日」 は事業ごと に異なっ た日と するこ と も でき る。  
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３ . 仕入税額の計算の特例 

(1) 適用対象者 

課税仕入れを 税率ごと に区分するこ と が困難な中小事業者 

 

(2) 小売等軽減売上割合の特例 

課税売上げ（ 税込） を 税率ごと に管理でき る卸売業又は小売業を 行う 中小事業者は、 事業

に係る課税仕入れ（ 税込） に、 小売等軽減売上割合（ 注） を 乗じ て、 軽減対象資産に係る課税仕

入れ（ 税込） を算出し 、 仕入税額を計算するこ と ができ る（ 新消法附則 39①）。  

( 注) 事業に係る 課税売上げ（ 税込） 全体のう ち に軽減税率対象品目の課税売上げ（ 税込） の占め

る 割合 

 小売等軽減売上割合の特例 

対象者 課税売上げ（ 税込） を 税率ごと に管理でき る卸売業・ 小売業を 営む中小事業者 

期間 
令和元年 10 月１ 日から 令和２ 年９ 月 30 日の属する課税期間の末日までの期間 

※ 簡易課税制度の適用を受けない期間に限る。（ 注１ ）  

内容 

卸売業・ 小売業に係る課税仕入れ( 税込) に 

小売等軽減売上割合（ 注２ ） を 乗じ た金額を  

軽減税率対象品目の課税仕入れ（ 税込） と し 、 

仕入税額を計算する。  

 

仕
入
税
額
の
計
算 

軽減税率の対象と なる仕入税額 

            ＝      ×小売等軽減売上割合 

            ＝           × 6. 24/108 

標準税率の対象と なる仕入税額 

           ＝       －  

            ＝           × 7. 8/110 

仕入税額の計算 

           ＝            ＋     

（ 注１ ） 令和元年 10 月１ 日を またぐ 課税期間においては、 令和元年 10 月１ 日の前後で適用関係

が異なる 。  

( 注２ ) 「 軽減売上割合の特例」 を 適用し て売上税額を 計算する 中小事業者が、「 小売等軽減売上

割合の特例」 を 適用し て仕入税額を 計算する場合は、「 軽減売上割合」 を「 小売等軽減売上

割合」 と みなし て計算を 行う （ 新消令附則 15）。  

課税仕入れ 

( 税込)  

軽減税率の対象と なる 
課税仕入れ( 税込)  

課税仕入れ 
( 税込)  

軽減税率の対象と なる 

課税仕入れ( 税込)  

標準税率の対象と なる 
課税仕入れ( 税込)  

軽減税率の対象と なる 

課税仕入れ( 税込)  

軽減税率の対象と なる 

仕入れに係る消費税額 

標準税率の対象と なる 
仕入れに係る 消費税額 

標準税率の対象と なる 
課税仕入れ( 税込)  

仕入れに係る 消費税額 
の合計 

軽減税率の対象と なる 
仕入れに係る消費税額 

標準税率の対象と なる 

仕入れに係る消費税額 
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(3) 簡易課税制度の届出の特例 

① 概要 

課税仕入れ（ 税込） を 税率ごと に区分し て合計するこ と が困難な中小事業者は、 令和元年

10 月１ 日から 令和２ 年９ 月 30 日までの日の属する課税期間中に簡易課税制度選択届出書を

納税地の所轄税務署長に提出すれば、 届出書を 提出し た課税期間から 簡易課税制度の適用を

受けるこ と ができ る。  

※ こ の特例を受ける ための簡易課税制度選択届出書は、 令和元年７ 月１ 日から 提出可能。  

 

【 例： 12 月決算法人の場合】  
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② 調整対象固定資産や高額特定資産の仕入れ等を 行っ た場合の措置 

調整対象固定資産や高額特定資産の仕入れ等を 行っ た場合には、 一定期間「 簡易課税制度

選択届出書」 を 提出するこ と ができ ないこ と と さ れているが、 その課税期間中の課税仕入れ

等（ 税込） を 税率ごと に区分し て合計するこ と につき 、 著し く 困難な事情があると き は、 簡

易課税制度の届出の特例の適用を 受けよう と する課税期間の末日までに「 簡易課税制度選択

届出書」 を提出すれば、 簡易課税制度の適用を 受けるこ と ができ る。  

( 注) 例えば、 軽減税率の対象と なる 課税仕入れと それ以外の課税仕入れがある 場合であっ ても 、

軽減税率の対象と なる 課税仕入れがそれ以外の課税仕入れの回数に比し 、 著し く 少ない場合な

どは、 帳簿、 保存書類等から こ れら の課税仕入れを 容易に区分するこ と ができ るので、 他に考

慮すべき 事情があると き を 除き 、「 著し く 困難な事情がある と き 」 には該当し ない。  

なお、 建設業、 不動産業など、 主と し て軽減税率の対象と なる 課税仕入れを 行わない容易に

区分経理を 行い得る事業者が、 事務所、 営業所等に自動販売機を 設置し た場合の清涼飲料水の

仕入れや、 福利厚生、贈答用と し て菓子等を 仕入れた場合は、「 著し く 困難な事情がある と き 」

には該当し ない。  
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【 適用可能な売上税額の特例と 仕入税額の特例の組合せ】  

 売上税額の計算 

特例適用 

なし  

特例適用あり  

小売等軽減仕入

割合の特例 

軽減売上割合の

特例 

仕
入
税
額
の
計
算 

一 般 課 税  
◎ ◎ 

簡 易 課 税  
× ◎ 

特
例
適
用
あ
り 

簡易課税制度

の適用あり  

簡易課税制度の 

届出の特例 
◎ × ◎ 

簡易課税制度

の適用なし  

小売等軽減売上 

割合の特例 
◎ × ◎（ 注）  

( 注) 「 軽減売上割合」 を 「 小売等軽減売上割合」 と みなし て計算（ 新消令附則 15）  
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４ . 売上げ及び仕入れの両方を 区分経理するこ と が困難な場合 

中小事業者が課税売上げ（ 税込） 及び課税仕入れ等（ 税込） のいずれも 税率の異なるごと に

区分し て合計するこ と につき 困難な事情がある場合は、 売上税額の計算の特例と 仕入税額の計

算の特例を 併用するこ と ができ る。 併用でき る計算の特例は、 卸売業又は小売業を 営むかどう

か等によっ て異なる。  

(1) 全ての中小事業者（ 卸売業又は小売業を営む事業者の特例を適用し ない場合）  

卸売業又は小売業の特例（ 小売等軽減仕入割合の特例、 小売等軽減売上割合の特例） を 適用

し ない全ての中小事業者は、 次のいずれかを 選択し て適用するこ と ができ る 。  

売上税額の計算の特例 仕入税額の計算の特例 

軽減売上割合( 10 営業日) の特例 簡易課税制度の届出の特例 

軽減売上割合を 50％と みなし て計算 簡易課税制度の届出の特例 

(2) 卸売業又は小売業を営む中小事業者 

卸売業又は小売業を営む中小事業者は、 ( 1) に加え、 次のいずれかを選択し て適用するこ と が

でき る。  

売上税額の計算の特例 仕入税額の計算の特例 

軽減売上割合( 10 営業日) の特例 

小売等軽減売上割合の特例 

→算出し た軽減売上割合を 小売等軽減売上割合と し

て計算 

軽減売上割合を 50％と みなし て計算 
小売等軽減売上割合の特例 

→小売等軽減売上割合を 50％と し て計算 
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VII. 軽減税率制度の実施に伴う 価格表示について 

１ . 概要 

軽減税率制度の実施に伴う 価格表示について、 適切な価格表示を 推進し 、 事業者間の公正かつ

自由な競争を 促進すると と も に、 一般消費者の適正な商品又は役務の選択を 確保するこ と を 目的

と し て、 関係省庁連名で、 平成 30 年５ 月 18 日付「 消費税の軽減税率制度の実施に伴う 価格表示

について」（ 消費者庁・ 財務省・ 経済産業省・ 中小企業庁） が公表さ れ、 同一の飲食料品の販売に

つき 適用さ れる消費税率が異なる場面における 小売店等の価格表示の具体例等が示さ れている。  

公表さ れている内容は、 事業者に対し て、 現時点において価格表示と し て考えら れる方法の具

体例等を 示し ているも のであり 、 事業の実情に応じ どのよう な価格表示を行う のか検討が必要と

なる。  

２ . 具体的な価格表示方法等 

(1) テイ ク アウト 等と 店内飲食で異なる税込価格を設定する場合 

テイ ク アウト 等（ 軽減税率） 及び店内飲食（ 標準税率） で異なる税込価格を 設定する場合

（ ≒本体価格を 同額に設定する場合） における価格表示方法と し ては以下の２ つの方法が考

えら れる。  

① テイ ク アウト 等及び店内飲食の両方の税込価格を表示する方法 

事業者の判断によ り 、 テイ ク アウト 等及び店内飲食の両方の税込価格を 表示するこ と が考

えら れる。 なお、 両方の税込価格に併せて、 税抜価格又は消費税額を 併記する こ と も 認めら

れる。  

 

国税庁「 消費税の軽減税率制度に関する Q＆A（ 個別事例編）」（ 令和元年７ 月改訂） 問 121 
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② テイ ク アウト 等及び店内飲食のどちら か片方のみの税込価格を 表示する方法 

例えば以下のよう な場合、 事業者の判断により 、 テイ ク アウト 等又は店内飲食のどちら か

片方のみの税込価格を 表示するこ と が考えら れる。  

イ . 「 テイ ク アウト 等」 の利用がほと んどである小売店等において、「 店内飲食」 の価格を 表

示する必要性が乏し い。  

ロ . 「 店内飲食」 の利用がほと んどである外食事業者において、「 テイ ク アウト 等」 の価格を

表示する必要性が乏し い。  

ハ. 「 テイ ク アウト 等」 と 「 店内飲食」 両方の価格を 表示するスペースがない 等 

 

国税庁「 消費税の軽減税率制度に関する Q＆A（ 個別事例編）」（ 令和元年７ 月改訂） 問 121 

テイ ク アウト 等の場合より も 店内飲食の方が税込価格が高いにも かかわら ず、 テイ ク アウ

ト 等の場合であるこ と を明瞭に表示せず、 テイ ク アウト 等の税込価格のみを 表示し ているよ

う な場合には、 一般消費者に店内飲食の価格が実際の価格より も 安いと の誤認を 与えてし ま

い、 不当景品類及び不当表示防止法の規定により 禁止さ れる表示（ 有利誤認） に該当するお

それがある。  

また、 一般消費者にと っ て価格表示は、 商品又は役務（ サービ ス） の選択上最も 重要な販

売価格についての情報を得る手段であると いう 点を 踏まえると 、 テイ ク アウト 等と 店内飲食

と の間で税込価格が異なる場合は、事業者は、顧客の意思表示により 異なる税率が適用さ れ、

税込価格が別途計算さ れるこ と があり 得る旨、 店舗内の目立つ場所に掲示する などの手段に

よ り 、 一般消費者に対し て注意喚起を 行う こ と が望まし い。  
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(2) テイ ク アウト 等と 店内飲食で同一の税込価格を設定する場合 

どのよう な価格設定を 行う かは事業者の任意である。 そのため、 テイ ク アウト 等（ 軽減税

率） の税抜価格を 店内飲食（ 標準税率） より 高く 設定、 又は店内飲食の税抜価格を 低く 設定

するこ と で同一の税込価格を 設定するこ と も 可能である（ ※）。その場合における価格表示方法

と し ては以下の方法が考えら れる 。  

 

※ 具体的には、  

テイ ク アウト 等の税抜価格： 102 円（ ８ ％） → 110 円（ 税込価格）  

店内飲食の税抜価格   ： 100 円（ 10％） → 110 円（ 税込価格）  

① 一の税込価格を表示する方法 

例えば以下のよう な場合、 事業者の判断により 、 テイ ク アウト 等及び店内飲食の税込価格

が同一になるよう にテイ ク アウト 等の税抜価格を 高く 設定、 又は店内飲食の税抜価格を 低く

設定し た上で、 当該一の税込価格を表示するこ と が考えら れる。  

イ . テイ ク アウト 等の税抜価格を 上げる例  

・「 出前」 について、 配送料分のコ スト を 上乗せする  

・「 テイ ク アウト 」 について、 箸や容器包装等のコ スト を上乗せする  

ロ . 店内飲食の税抜価格を下げる例  

・「 店内飲食」 について、 提供する飲食料品の品数を 減ら す  

・「 店内飲食」 の需要を喚起するため  

ハ. 従業員教育の簡素化や複数の価格を 表示するこ と に伴う 客と のト ラ ブル防止に資する 等 

 
国税庁「 消費税の軽減税率制度に関する Q＆A（ 個別事例編）」（ 令和元年７ 月改訂） 問 121 

両方の税込価格が同一でも 、 適用税率が異なるこ と に変わり はないため、 消費税の円滑かつ

適正な転嫁を 確保する観点から 、 以下の点に留意する必要がある。  

① 「 全て軽減税率が適用さ れます」 と いっ た表示や、「 消費税は８ ％し か頂き ません」 と いっ

た表示は、 消費税転嫁対策特別措置法や景品表示法により 禁止さ れている。  

② テイ ク アウト 等の価格を 店内飲食に合わせて値上げする場合には、 消費者から 問われた際

に、 上記の具体例も 参考にし つつ、 合理的な理由を 説明するこ と が考えら れる。  
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(3) 税抜価格を表示する方法（ 令和３ 年３ 月 31 日まで）  

表示価格が税込価格であると 誤認さ れないための措置（ 誤認防止措置） を講じ ている場合に

限り 、 令和３ 年３ 月 31 日までの間、 消費税法第 63 条に規定する 総額表示義務の特例と し て、

税込価格を表示するこ と を 要し ないこ と と さ れている。  

その際、 現行の誤認防止措置に加え、 次に掲げる場合にはそれぞれ、 以下の対応を 行う こ と

が望まし い。  

① 税抜価格と と も に消費税額を 表示する場合 

テイ ク アウト 等と 店内飲食と の間で、 適用税率が異なるため、 両方の消費税額を 表示する

（ 又は、 一定の注意喚起と と も に、 どちら か片方のみの消費税額を 表示する。）。  

② 税抜価格のみを表示する場合 

一般消費者の適正な商品又は役務の選択を 確保する観点から 、 店舗内の目立つ場所に、 テ

イ ク アウト 等と 店内飲食と の間で適用税率が異なる旨について掲示するなどの方法により 、

一般消費者に対し て注意喚起を行う 。  

 

国税庁「 消費税の軽減税率制度に関する Q＆A（ 個別事例編）」（ 令和元年７ 月改訂） 問 121 
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VIII. 適格請求書等保存方式（ いわゆる「 イ ンボイ ス制度」） について 

１ . 概要 

複数税率に対応し た仕入税額控除の方式と し て、 令和５ 年 10 月１ 日から「 適格請求書等保存

方式」 が導入さ れる。 こ の方式では、 仕入税額控除の適用について、 原則と し て、 適格請求書

又は適格簡易請求書の保存が必要と なる。  

適格請求書等を交付し よう と する 課税事業者は、「 適格請求書発行事業者」 と し て登録を 受け

る必要がある。  

 

２ . 適格請求書発行事業者の登録制度 

(1) 概要 

納税地の所轄税務署長に登録申請書を 提出する こ と により 登録を 受けるこ と ができ る。 申

請書は、 令和３ 年 10 月１ 日から 提出が可能（ e-Tax を 利用し て提出するこ と も 可）。  

登録を 受けた課税事業者（「 適格請求書発行事業者」） は、「 適格請求書発行事業者登録簿」

に氏名・ 名称、 登録番号、 登録年月日等が登載さ れ、 イ ンタ ーネッ ト を 通じ て公表さ れる。  

適格請求書等保存方式が導入さ れる令和５ 年 10 月１ 日に登録を 受けるには、令和５ 年３ 月

31 日まで（ ※） に申請書を提出する必要がある。 ただし 、 令和５ 年３ 月 31 日まで（ ※） に申請書

を 提出でき なかっ たこ と につき 困難な事情がある場合に、令和５ 年９ 月 30 日までの間に登録

申請書にその困難な事情を 記載し て提出し 、 税務署長により 登録を 受けたと き は、 令和５ 年

10 月１ 日に登録を受けたこ と と みなさ れる。 こ の場合の「 困難な事情」 については、 その困

難の度合いは問わない（ イ ンボイ ス通達５ －２ ）。  

※ 特定期間の課税売上高又は給与等支払額の合計額が 1, 000 万円を 超えたこ と によ り 課税事業

者と なる 場合（ 新消法９ の２ ①） は令和５ 年６ 月 30 日まで 

 

国税庁「 消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q&A」（ 令和元年７ 月改訂） 問４  
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(2) 免税事業者が登録を受ける場合 

免税事業者が登録を受けるためには、 課税事業者選択届出書を 提出し 課税事業者と なる必

要がある。 ただし 、 免税事業者が令和５ 年 10 月１ 日を 含む課税期間中に登録を受ける場合

には、 登録を 受けた日から 課税事業者と なる経過措置が設けら れている。 こ の経過措置の適

用を 受けるこ と と なる場合に限り 、 課税事業者選択届出書の提出は不要と なる 。  

登録を受けた場合、 適格請求書発行事業者の登録の取消し を求める届出書の提出が行われ

ない限り 、 翌課税期間以後の課税期間について、 基準期間における 課税売上高が１ 千万円以

下であっ ても 、 免税事業者と なるこ と はでき ない。  

 

国税庁「 消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q&A」（ 令和元年７ 月改訂） 問５  

３ . 適格請求書等の作成・ 交付について 

(1) 適格請求書の交付義務 

① 内容 

適格請求書発行事業者は、 国内における課税売上げ（ 注１ 、 ２ ） の相手方の事業者（ 免税事業者

を 除く 。） から 求めら れた場合には、 原則と し て、「 適格請求書」 を 交付し なければなら ない

こ と と さ れる 。  

また、 返品や値引き 等の売上げに係る対価の返還等を 行う 場合には、 適格返還請求書を 交

付し なければなら ない。  

（ 注１ ） 課税売上げに係る 適用税率は問わないため、 標準税率の取引のみを 行っ ている 場合でも 、

相手方（ 課税事業者） から 交付を 求めら れたと き は、 適格請求書の交付義務がある 。  

（ 注２ ） 免税取引、 非課税取引及び不課税取引のみを 行っ た場合については、 適格請求書の交付義

務は課さ れない。  

② 適格請求書の交付免除（ 新消法 57 の４ ①ただし 書）  

事業の性質上、 適格請求書を 交付するこ と が困難な一定の課税資産の譲渡等については、

交付義務が免除さ れる 。  
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【 適格請求書の交付が免除と なる 課税資産の譲渡等】（ 新消令 70 の９ ②）  

・ ３ 万円未満の公共交通機関（ 鉄道、 バス、 船舶） による旅客の運送 

・ 出荷者が卸売市場においてせり 売り 等の媒介、 取次ぎを 行う 者を 介し て行う 生鮮食料品

等の販売 

・ 生産者が農業協同組合や漁業協同組合等に委託し て無条件委託方式、 かつ、 共同計算方

式により 生産者を 特定せずに行う 、 農林水産物の販売 

・ ３ 万円未満の自動販売機による販売 

・ 郵便切手類のみを対価と する郵便ポスト に投函さ れた郵便物等の配達等 

( 2)  適格請求書の記載事項 

 

国税庁「 消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q&A」（ 令和元年７ 月改訂） 問 34 

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号 

② 課税資産の譲渡等を行っ た年月日 

③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容 

（ 課税資産の譲渡等が軽減対象課税資産の譲渡等（ 注１ ） である場合には、 資産の内容及び軽減

対象課税資産の譲渡等である旨）  

④ 税率ごと に区分し た課税資産の譲渡等の税抜価額又は税込価額の合計額及び適用税率（ 注２ ）  

⑤ 税率ごと に区分し た消費税額等（ 注３ ）  

⑥ 書類の交付を 受ける当該事業者の氏名又は名称 

（ 注１ ） 令和５ 年 10 月１ 日以降、 軽減税率の対象取引は「 軽減対象課税資産の譲渡等・ 軽減対象課税貨物」

と 定義付けら れるが、 その範囲は「 軽減対象資産の譲渡等・ 軽減対象貨物」 と 変わら ない。  

（ 注２ ） 地方消費税相当分を含む率（ 10％又は８ ％）  

（ 注３ ） 消費税額及び地方消費税額の合計額 
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(3) 適格請求書の様式 

適格請求書の様式は、 法令等で定めら れていないため、 適格請求書と し て必要な記載事項

が記載さ れた書類（ 請求書、 納品書、 領収書、 レ シート 等） であれば、 その名称を 問わず、 適

格請求書に該当する（ 手書き の領収書でも 必要な記載事項が記載さ れていれば該当する）。  

(4) 軽減税率の適用対象と なる商品がない場合 

次の記載例のよう に、 軽減税率制度の実施前の請求書等の記載事項に加え、 適格請求書と

し て必要な事項（ 上記( 2) ①、 ③、 ④及び⑤の下線部分） を 記載するこ と が必要と なる。  

販売する商品が軽減税率の適用対象と なら ないも ののみであれば、 ③の「 軽減対象資産の

譲渡等である旨」 の記載は不要であり 、 こ れまでと 同様に課税資産の譲渡等の対価の額（ 税

込価格） の記載があれば、 結果と し て④の「 課税資産の譲渡等の税抜価額又は税込価額を 税

率ごと に区分し て合計し た金額」 の記載があるも のと なる。  

ただし 、 ④の適用税率（ 10％） や⑤の消費税額等の記載は必要と なる。  

 

国税庁「 消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q&A」（ 令和元年７ 月改訂） 問 48 

(5) 適格簡易請求書の交付 

小売業等の不特定多数の者に課税資産の譲渡等を行う 一定の事業を 行う 場合には、 適格請

求書に代えて、「 適格簡易請求書」 を交付するこ と ができ る（ 新消法 57 の４ ②）。  

【 適格簡易請求書の発行が可能な事業】（ 新消令 70 の 11）  

・ 小売業、 飲食店業、 写真業、 旅行業 

・ タ ク シー業 

・ 不特定多数の者に対し て行う 駐車場業 

・ 上記に準ずる不特定多数の者を 対象と する一定の営業 
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(6) 適格簡易請求書の記載事項 

 

 

国税庁「 消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する Q&A」（ 令和元年７ 月改訂） 問 38 

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名称及び登録番号 

② 課税資産の譲渡等を行っ た年月日 

③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容 

（ その課税資産の譲渡等が軽減対象課税資産の譲渡等である場合には、 資産の内容及び軽

減対象課税資産の譲渡等である旨）  

④ 税率ごと に区分し て合計し た課税資産の譲渡等に係る税抜価額又は税込価額 

⑤ 税率ごと の消費税額等又は適用税率 

※ 適格請求書の記載事項と 比べる と 、 書類の交付を 受ける 事業者の氏名又は名称の記載が不

要である 点、 消費税額等と 適用税率のいずれか一方の記載で足り る 点が異なる 。  
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(7) 適格請求書等に記載する消費税額等の計算方法（ 新消令 70 の 10）  

次のいずれかの方法と し 、それぞれの方法により 算出し た金額の 1 円未満の端数を処理（ 一

の適格請求書につき、 税率区分ごと にそれぞれ１ 回） する。 なお、 切上げ、 切捨て、 四捨五入

などの端数処理の方法については、 任意の方法と するこ と ができ る。  

・ 税率ごと に区分し て合計し た税抜価額×10/100（ 軽減分は 8/100）  

・ 税率ごと に区分し て合計し た税込価額×10/110（ 軽減分は 8/108）  

 

４ . 売上税額の計算 

適格請求書等保存方式の導入に伴い、 売上げに係る消費税額の計算について、 現在の計算方

法に加えて、 適格請求書等に記載し た消費税額等を 基礎と し て計算する方法（ いわゆる 「 積上

げ計算」） が消費税法の規定に位置付けら れる（ 新消法 45⑤、 43③、 新消令 62）。  

→ 適格請求書等の保存を 要件に、 いわゆる税額の「 積上げ計算」 を 認めている （ 原則は従来

通り の「 総額割戻し 計算」）。  

【 課税標準額に対する消費税額の計算方法】  

割戻し 計算 

( 原則)  

課税期間中に国内において行っ た課税資産の譲渡等に係る 課税標準である

金額と 特定課税仕入れに係る 課税標準である金額を 税率の異なるごと に区分

し た合計額に適用税率を 乗じ て計算する（ 新消法 45①一、 二）。  

＜イ メ ージ＞ 課税標準額×7. 8％（ 又は 6. 24％）  

積上げ計算 

( 例外)  

課税資産の譲渡等について交付し た適格請求書又は適格簡易請求書の記載

事項を基礎と し て積上げ計算し た金額と するこ と ができ る（ 新消法 45⑤、 新

消令 62）。  

＜イ メ ージ＞ 適格請求書等に記載し た消費税額等×78/100 を 積上げ 

 

５ . 仕入税額控除制度の見直し  

(1) 適用要件の見直し  

仕入税額控除について、 保存が要件と さ れる帳簿及び請求書等の範囲について見直し が行

われる。  

① 帳簿の記載事項（ 新消法 30⑧一）  

複数税率に対応するために、 軽減税率の課税仕入れについて、「 資産の内容及び軽減対象課

税資産の譲渡等に係る も のである 旨」 が記載事項に加えら れる。  
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② 請求書等の範囲 

適格請求書等保存方式の導入に伴い、 仕入税額控除について、 下記の請求書等の保存が要

件と さ れる（ 新消法 30⑨）。 こ れにより 、（ 課税事業者である） 適格請求書発行事業者以外の

者から の仕入れについては、 仕入税額控除が認めら れないこ と と なる。  

イ ． 適格請求書又は適格簡易請求書 

（ 課税仕入れの相手方である適格請求書発行事業者から 交付を 受けたも の）  

ロ． 適格請求書に係る電磁的記録 

ハ． 仕入側が作成する仕入明細書等 

（ 適格請求書と 同等の内容が記載さ れ、 相手方の確認を受けたも のに限る）（ 注１ ）  

ニ． せり 売り など、 媒介又は取次ぎを 行う 者を 介し て行われる課税仕入れについては、 媒介

等を 行う 者が作成する 請求書、 納品書等（ 注２ ）  

ホ． 課税貨物の輸入の許可書等（ 現行法 30⑨三と 同じ ）  

ただし 、 請求書等の交付を 受けるこ と が困難な一定の場合については、 記載事項を 満たし

た帳簿のみの保存で、 仕入税額控除が認めら れる。  

（ 注１ ） 免税事業者から 仕入れる場合は「 登録番号」 が記載でき ないため、 記載要件を 満たさ ず、

仕入税額控除不可（ ただし 、 下記( 3) の経過措置あり ）。  

例） 建設業の元請業者の作成する出来高検収書については、 下請業者が免税事業者である

場合は仕入税額控除不可。  

（ 注２ ） 出荷者に関する 記載事項はない（ 出荷者を 特定でき ず、 記載でき ない） ため、 出荷者が免

税事業者であっ ても 仕入税額控除可能 

 

 

 

 

こ のため、農家等は取引から 排除さ れたり 値下げ要求を 受ける こ と は無いと 予想さ れる 。

では、 農家等は免税事業者のままでＯ Ｋ か？ 

→ 農家等は通常、「 仕入れは標準税率、 売上げは軽減税率」 と なる ため、  

・ 免税事業者のままだと 、 税率引上げ分の仕入コ スト の増加が生じ る 。  

・ 課税事業者を 選択し て申告を する こ と によ り 還付を 受けら れるケースが想定さ れる。  

 

【 帳簿の保存のみで仕入税額控除が可能な場合】（ 新消令 49①一）  

イ ． ３ 万円未満の公共の鉄道、 バス、 船舶の運賃 

ロ． 適格簡易請求書である入場券等が事後に回収さ れる場合の入場料等 

ハ． 古物営業を行う 者が消費者等から 古物を買い取る場合 

ニ． 質屋営業を行う 者が消費者等から 質物の所有権を 取得する場合 

ホ． 宅地建物取引業者が消費者等から 建物を購入する場合 

ヘ． リ サイ ク ル業者が消費者等から 再生資源および再生部品を 買い取る場合 

ト ． その他請求書等の交付を 受けるこ と が困難な一定の場合（ 新消規 15 の４ ）  

・ 自動販売機によ り 課税資産を購入する場合（ ３ 万円未満のも のに限る。）  

・ 郵便切手類のみを対価と し 、 郵便ポスト に投函し て受ける郵便物等の配達等 

・ 従業員等に対し て支給する通常必要な出張旅費等及び通勤手当 
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【 ＜検討＞「 売り 手： 免税事業者、 買い手： 課税事業者」 の取引はどう なる か】  

取引の例示 該当項目 控除の可否 

中古車販売店が消費者から 中古車を買い取る取引 ハ 仕入税額控除は可能 

質屋が消費者から の質物を 流質する取引、  

消費者から 質物を 買い取る取引 
ニ 仕入税額控除は可能 

廃品回収業者が消費者から 古紙等を買い取る取引 ヘ 仕入税額控除は可能 

不動産業者が個人（ 免税事業者） から  

不動産を 購入する取引 
ホ 仕入税額控除は可能 

事業者が家庭内労働者（ 内職・ 免税事業者） に 

商品等の加工を行わせる取引 
なし  仕入税額控除は不可 

一般の事業者が個人（ 免税事業者） から  

不動産を 賃借する取引 
なし  仕入税額控除は不可 

一般の事業者が個人（ 免税事業者） から  

不動産を 購入する取引 
なし  仕入税額控除は不可 

事業者が講演料、 原稿料を 支払い個人（ 免税事業者）

に研修講師や原稿執筆を依頼する取引 
なし  仕入税額控除は不可 

(2) 仕入控除税額の計算 

仕入控除税額算定の基礎と なる「 課税仕入れに係る消費税額」 については、「 課税仕入れに

係る適格請求書又は適格簡易請求書に記載さ れた消費税額等を 基礎と し て計算し た金額」（ い

わゆる「 積上げ計算」） と する こ と と さ れる（ 新消法 30①、 新消令 46）。  

→ 売上税額と 異なり 、原則は適格請求書等に記載さ れた消費税額等の「 積上げ計算」 と 規定。 

【 課税仕入れに係る消費税額の計算方法】  

(3) 免税事業者等から 行っ た課税仕入れに係る税額控除に関する経過措置 

適格請求書等保存方式の導入後は、（ 適格請求書発行事業者ではない） 免税事業者から の仕

入れについては仕入税額控除が認めら れない。 ただし 、 導入後３ 年間（ 令和５ 年 10 月１ 日～

令和８ 年９ 月 30 日） は仕入税額相当額の 80％、 その後の３ 年間（ 令和８ 年 10 月１ 日～令和

11 年９ 月 30 日） は仕入税額相当額の 50％の控除を 可能と する 経過措置が講じ ら れる（ 新消

法附則 52①、 53①）。  

 

 

積上げ計算 

( 原則)  

課税仕入れについて交付を 受けた適格請求書又は適格簡易請求書の記載事

項を 基礎と し て積上げ計算し た金額と する（ 新消令 46①）。  

＜イ メ ージ＞ 適格請求書等に記載さ れた消費税額等×78/100 を 積上げ 

割戻し 計算 

( 例外)  

課税期間中に国内において行っ た課税仕入れに係る 支払対価の額に 110 分

の 7. 8 を 乗じ て算出し た金額と するこ と ができ る（ 新消令 46③）。  

※ 売上税額の計算において「 割戻し 計算」（ 原則） を 採用する事業者に限る。 

＜イ メ ージ＞ 課税仕入れに係る支払対価の額×7. 8/110（ 又は 6. 24/108）  
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IX. 旧税率が据え置かれる適用税率の経過措置について 

１ . 令和元年 10 月１ 日前後の消費税率等の適用について 

新消費税法は、 経過措置が適用さ れる場合を除き 、 令和元年 10 月１ 日（ 以下「 施行日」 と

いう 。） 以後に国内において事業者が行う 資産の譲渡等並びに施行日以後に国内において事業

者が行う 課税仕入れ及び保税地域から 引き 取ら れる課税貨物（ 以下「 課税仕入れ等」と いう 。）

に係る消費税について適用し 、 平成 26 年４ 月１ 日（ 以下「 26 年施行日」 と いう ） から 施行日

の前日までの間に国内において事業者が行っ た資産の譲渡等及び課税仕入れ等に係る消費税

については、 なお従前の例による 。  

し たがっ て、 施行日の前日（ 令和元年９ 月 30 日） までに締結し た契約に基づき 行われる資

産の譲渡等及び課税仕入れ等であっ ても 、 施行日以後に行われる も のは、 経過措置が適用さ

れる場合を 除き 、 その資産の譲渡等及び課税仕入れ等について新消費税法が適用さ れる（ 31

年経過措置通達２ ）。  

なお、 施行日以後に行われる軽減対象資産の譲渡等については、 軽減税率が適用さ れる。  

２ . 経過措置の概要 

施行日以後に事業者が行う 資産の譲渡等及び課税仕入れであっ ても 、 経過措置が適用さ れる

も のについては、 旧税率（ ８ ％） が適用さ れるこ と と なる。  

経過措置の各規定により 、 旧税率（ ８ ％） が適用さ れる施行日以後に事業者が行う 資産の譲

渡等及び課税仕入れについては、 必ず経過措置を 適用するこ と と なる（ 選択適用はでき ない）。 

 

※ 経過措置の詳細については国税庁Ｈ Ｐ の下記資料を 参照。  

「 平成 31 年（ 2019 年） 10 月 1 日以後に行われる資産の譲渡等に適用さ れる 消費税率等に関する

経過措置の取扱いＱ ＆Ａ 」  

【 基本的な考え方編】（ 平成 30 年 10 月）（ PDF/435KB）  

ht t p: //www. nt a. go. j p/publ i cat i on/pamph/shohi /kai sei /pdf /02. pdf  

 

 

【 具体的事例編】（ 平成 30 年 10 月）（ PDF/210KB）  

ht t p: //www. nt a. go. j p/publ i cat i on/pamph/shohi /kai sei /pdf /03. pdf  

http://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/kaisei/pdf/02.pdf
http://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/kaisei/pdf/03.pdf
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